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百万円未満切捨て

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 16,921 3.9 1,733 1.3 1,852 △6.2 1,452 12.1

2024年３月期第１四半期 16,285 19.1 1,710 191.0 1,976 134.5 1,295 162.1

（注）包括利益 2025年３月期第１四半期 2,807百万円（39.6％） 2024年３月期第１四半期 2,011百万円（－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり

四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第１四半期 76.04 －

2024年３月期第１四半期 68.03 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 75,556 42,962 55.8

2024年３月期 72,368 40,582 54.9

（参考）自己資本 2025年３月期第１四半期 42,168百万円 2024年３月期 39,766百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 18.00 － 22.00 40.00

2025年３月期 －

2025年３月期（予想） 22.00 － 22.00 44.00

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 34,100 △0.8 3,100 △17.1 3,000 △25.7 2,200 △16.3 113.21

通期 70,700 4.1 7,750 8.4 7,600 2.8 5,500 1.7 283.02

１．2025年３月期第１四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年３月期１Ｑ 19,432,984株 2024年３月期 19,432,984株

②  期末自己株式数 2025年３月期１Ｑ 329,781株 2024年３月期 329,682株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期１Ｑ 19,103,267株 2024年３月期１Ｑ 19,042,225株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  （社名）、除外  －社  （社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）期末自己株式数には、株式報酬制度の信託財産として三井住友信託銀行株式会社が保有する当社株式（2025
年３月期１Ｑ　100,700株、2024年３月期　100,700株）が含まれております。また、株式報酬制度の信託財産とし
て三井住友信託銀行株式会社が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお
ります（2025年３月期１Ｑ　100,700株、2024年３月期１Ｑ　161,900株）。

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

(将来に関する記述等についてのご注意)

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する

一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要

因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等につ

いては、添付資料２ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期における世界経済は、緩やかな回復基調で推移していますが、ウクライナ危機の長期化、中東情勢
の緊迫化などにより、先行き不透明感の強い状況が続きました。

米国においては、高金利、物価上昇等の影響を受けて、設備投資需要が減速している状況ですが、一方で、欧州
においては、物価上昇率の低下等により、経済活動が回復基調となりました。中国においては、個人消費及び輸出
の落ち込みにより、景気減速が続いております。

わが国においては、雇用・所得環境の改善を背景に、設備投資が回復基調となりました。
当社グループの当第１四半期の業績は、設備投資の増強等が生産能力の増加につながり、前年同期に対して売上

高が増加いたしました。
国内においては、前年同期において好調であった産業機械業界向及び空調管材業界向の圧力計及び圧力センサの

売上が減少したものの、空圧業界向及び半導体業界向の圧力計が増加いたしました。また、建設機械搭載用圧力セ
ンサの売上は増加したものの、自動車搭載用圧力センサの売上が減少いたしました。米国子会社においては、主力
の産業機械関連製品を中心に圧力計の売上が増加いたしました。自動車業界を主な取引先とするダイカスト製品の
売上は減少いたしました。これにより、売上高は169億21百万円（前年同期比3.9％増）となりました。損益面につ
きましては、営業利益は17億33百万円（前年同期比1.3％増）となり、受取配当金の減少及び持分法による投資利
益の減少、支払利息の増加等により、経常利益は18億52百万円（前年同期比6.2％減）となりました。事業分離に
よる移転利益３億５百万円の計上等により、親会社株主に帰属する四半期純利益は14億52百万円（前年同期比
12.1％増）となりました。

　セグメント別の概況は、次のとおりであります。

圧力計事業
　圧力計事業では、国内においては、空調・管材業界向の売上が減少したものの、プロセス業界において保守・メ
ンテナンス需要が増加したことにより、売上が増加いたしました。米国子会社においては、産業機械業界向の売上
が増加いたしました。この結果、圧力計事業の売上高は89億93百万円（前年同期比10.4％増）となり、営業利益は
６億41百万円（前年同期比31.0％増）となりました。

圧力センサ事業
　圧力センサ事業では、国内においては、前年同期において低調であった建設機械搭載用圧力センサの売上が増加
したものの、産業機械業界向、自動車搭載用圧力センサの売上が減少いたしました。米国子会社においては、圧力
計事業と同様に、産業機械業界向の売上が増加いたしました。この結果、圧力センサ事業の売上高は54億39百万円
（前年同期比3.3％減）となり、営業利益は12億円（前年同期比5.8％増）となりました。

計測制御機器事業
計測制御機器事業では、生産自動化用の空気圧機器の売上が減少したものの、自動車・電子部品関連業界向のエ

アリークテスターの売上が増加いたしました。費用面においては、金属材料及び電力等の価格高騰による影響を受
けました。この結果、計測制御機器事業の売上高は７億62百万円（前年同期比0.5％増）となり、営業損失77百万
円（前年同期は32百万円の営業損失）を計上いたしました。

ダイカスト事業
ダイカスト事業では、自動車業界を主要取引先としているダイカスト製品の売上が減少し、費用面においては、

金属材料及び電力料等の価格高騰による影響を受けました。この結果、ダイカスト事業の売上高は12億38百万円
（前年同期比2.2％減）となり、営業損失は57百万円（前年同期は91百万円の営業利益）を計上いたしました。

その他事業
その他事業では、自動車用電装品の売上が減少いたしました。この結果、その他事業の売上高は４億87百万円

（前年同期比0.8％減）となり、営業利益は23百万円（前年同期比7.2％減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は755億56百万円となり、前連結会計年度末に比べ31億87百万円増加いた
しました。主な要因は、投資有価証券、棚卸資産、受取手形、売掛金及び契約資産が増加したことによります。
　負債は325億94百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億８百万円増加いたしました。主な要因は、短期借入
金が６億１百万円増加したことによります。
　また、純資産は429億62百万円となり、前連結会計年度末に比べ23億79百万円増加いたしました。主な要因は、
投資有価証券の時価評価増によりその他有価証券評価差額金は11億21百万円、利益剰余金が10億30百万円増加した
ことによります。この結果、自己資本比率は前連結会計年度末から0.9ポイント増加し、55.8％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　連結業績予想につきましては、2024年５月10日の「2024年３月期　決算短信」で公表いたしました第２四半期累

計期間及び通期の業績予想に変更はありませんが、経済環境は依然として先行きが不透明な状況であるため、実際

の業績等は様々な要因により異なる可能性があります。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,856,930 7,749,471

受取手形、売掛金及び契約資産 10,395,571 11,040,478

電子記録債権 4,675,679 4,539,833

棚卸資産 16,983,795 17,906,210

その他 1,027,832 962,449

貸倒引当金 △184,605 △200,427

流動資産合計 40,755,202 41,998,016

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,496,525 2,452,198

機械装置及び運搬具（純額） 5,189,269 5,168,804

土地 4,717,988 4,823,490

リース資産（純額） 267,714 252,927

建設仮勘定 648,062 803,846

使用権資産（純額） 3,093,563 3,172,118

その他（純額） 438,771 440,804

有形固定資産合計 16,851,896 17,114,189

無形固定資産

のれん 9,750 7,312

リース資産 4,805 4,188

その他 743,907 733,451

無形固定資産合計 758,464 744,952

投資その他の資産

投資有価証券 12,313,558 13,973,298

退職給付に係る資産 779,692 839,643

繰延税金資産 249,048 258,407

その他 672,099 638,728

貸倒引当金 △11,447 △10,850

投資その他の資産合計 14,002,951 15,699,227

固定資産合計 31,613,311 33,558,369

資産合計 72,368,514 75,556,386

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,549,266 5,617,537

短期借入金 7,805,695 8,407,305

１年内返済予定の長期借入金 947,568 1,019,337

リース債務 496,876 505,743

未払法人税等 1,387,947 1,193,443

賞与引当金 1,416,081 1,643,396

その他 3,305,480 3,057,420

流動負債合計 20,908,915 21,444,184

固定負債

長期借入金 2,505,282 2,248,977

リース債務 3,126,983 3,163,285

繰延税金負債 2,392,856 2,823,465

役員退職慰労引当金 112,202 89,834

株式給付引当金 30,031 34,401

退職給付に係る負債 2,578,564 2,658,609

資産除去債務 32,949 32,949

その他 98,217 98,429

固定負債合計 10,877,087 11,149,953

負債合計 31,786,003 32,594,137

純資産の部

株主資本

資本金 4,380,126 4,380,126

資本剰余金 4,507,173 4,507,173

利益剰余金 24,330,590 25,360,757

自己株式 △282,761 △283,045

株主資本合計 32,935,128 33,965,011

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,534,883 7,656,007

繰延ヘッジ損益 17,357 5,104

為替換算調整勘定 69,143 319,005

退職給付に係る調整累計額 209,603 223,742

その他の包括利益累計額合計 6,830,988 8,203,860

非支配株主持分 816,393 793,376

純資産合計 40,582,510 42,962,248

負債純資産合計 72,368,514 75,556,386
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

売上高 16,285,304 16,921,368

売上原価 11,244,066 11,519,437

売上総利益 5,041,237 5,401,930

販売費及び一般管理費 3,330,893 3,668,671

営業利益 1,710,344 1,733,259

営業外収益

受取利息 10,180 31,435

受取配当金 174,268 107,825

為替差益 77,902 80,885

持分法による投資利益 71,816 30,631

その他 75,849 27,764

営業外収益合計 410,015 278,543

営業外費用

支払利息 97,511 139,300

その他 46,381 19,521

営業外費用合計 143,893 158,822

経常利益 1,976,467 1,852,980

特別利益

固定資産売却益 6 1,822

ゴルフ会員権売却益 － 4,940

事業分離における移転利益 － 305,600

特別利益合計 6 312,362

特別損失

固定資産売却損 46 10,951

固定資産除却損 14,677 1,572

特別損失合計 14,723 12,523

税金等調整前四半期純利益 1,961,750 2,152,819

法人税、住民税及び事業税 696,445 787,791

法人税等調整額 △44,194 △69,809

法人税等合計 652,250 717,982

四半期純利益 1,309,499 1,434,837

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
14,146 △17,817

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,295,352 1,452,654

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

四半期純利益 1,309,499 1,434,837

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 515,355 1,121,207

繰延ヘッジ損益 60,046 △12,252

為替換算調整勘定 118,340 223,041

退職給付に係る調整額 6,917 14,139

持分法適用会社に対する持分相当額 1,631 26,820

その他の包括利益合計 702,292 1,372,954

四半期包括利益 2,011,791 2,807,792

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,997,572 2,825,525

非支配株主に係る四半期包括利益 14,219 △17,733

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

　四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定

める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成しております。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　　　該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年６月30日）

減価償却費 446,088千円 476,027千円

のれんの償却額 7,132千円 2,437千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

四半期連結

損益計算書

計上額圧力計
圧力

センサ

計測制御

機器

ダイ

カスト
計

売上高

(1）外部顧客に対

する売上高
8,145,201 5,624,691 758,356 1,265,503 15,793,752 491,551 16,285,304 － 16,285,304

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

498 4,921 656 － 6,077 72 6,149 △6,149 －

計 8,145,699 5,629,613 759,013 1,265,503 15,799,830 491,623 16,291,453 △6,149 16,285,304

セグメント利益

又は損失（△）
490,028 1,134,267 △32,166 91,558 1,683,687 25,724 1,709,412 932 1,710,344

（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

四半期連結

損益計算書

計上額圧力計
圧力

センサ

計測制御

機器

ダイ

カスト
計

売上高

(1）外部顧客に対

する売上高
8,993,587 5,439,524 762,186 1,238,272 16,433,570 487,798 16,921,368 － 16,921,368

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ 5,526 988 － 6,515 46 6,561 △6,561 －

計 8,993,587 5,445,050 763,175 1,238,272 16,440,085 487,844 16,927,929 △6,561 16,921,368

セグメント利益

又は損失（△）
641,962 1,200,479 △77,033 △57,539 1,707,868 23,860 1,731,728 1,530 1,733,259

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】
Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年６月30日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び自動車用電装
品事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額932千円は、セグメント間取引消去の金額となります。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
    該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 2024年４月１日 至 2024年６月30日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び自動車用電装
品事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額1,530千円は、セグメント間取引消去の金額となります。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
    該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年8月8日

長野計器株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

　　　東　京　事　務　所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 奥津　佳樹

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 新庄　和也

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている長野計器株式会社の2024年4月1日から2025年3月31日

までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2024年4月1日から2024年6月30日まで）及び第1四半期連結累計期間

（2024年4月1日から2024年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、

四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさ

せる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略

が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記

載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任

がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、
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（注）１．上記は、期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計

基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成さ

れていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な

不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は

否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成

基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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